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Domestic Life and Penetration of Non-Store Sales in Purchasing Clothes

























































































































































































































































































































































































教 育 教養娯楽 その他の消費支出
平成14年 269,835 62,795 21,103 17,901 8,782 12,838 9,790 32,590 9,333 28,594 66,110
15 266,432 61,441 21,252 17,818 8,715 12,181 10,579 33,238 9,498 27,632 64,079
16 267,779 61,559 20,684 17,911 8,361 12,030 10,522 34,298 9,614 28,607 64,193
17 266,508 60,532 20,455 18,289 8,487 11,659 11,075 34,737 9,078 28,369 63,827
18 258,086 59,491 19,530 18,906 8,136 11,407 10,788 33,011 9,100 27,379 60,338
19 261,526 59,961 19,287 18,521 8,308 11,385 11,040 33,526 9,162 28,371 61,967
20 261,306 60,583 18,930 19,418 8,319 11,175 10,790 34,201 9,111 28,359 60,418
21 253,720 59,258 18,402 18,435 8,448 10,572 10,891 32,910 9,112 28,396 57,296
22 252,328 58,635 19,006 18,635 8,522 10,006 10,659 33,445 8,357 28,649 56,415
23 247,223 58,376 19,624 18,710 8,511 9,920 10,795 31,529 8,226 26,404 55,128











































































































































































































所定外労働時間（ 製造業 ）（右目盛り） 
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移をみると、パートタイム労働者が増加し続けていることがわかる。労働者総数の増加はパー
トタイム労働者の増加が大きく占めていると考えられる。
以上のように家計における消費の実態、そのうちに占める衣料費の推移、百貨店・チェーン
ストアそれぞれの販売高、収入の推移について2002年と2012年で比較を行った。大幅な変化
とはいえないながらも、平均給与の減少と消費金額の推移には一定の関連があるのではないか
とみることができる。また、百貨店やチェーンストアの販売高も減少していることは、衣料品
の購入そのものを控えていることも勿論あり得るが、一般家庭にとってそれ以外の衣料品購入
先の選択肢が増えていることもあるかもしれない。
Ⅴ．結論
ここまで、2002年と2012年の通信販売の利用実態調査結果の比較と、一般家庭における家
計調査の消費支出について述べてきた。まず、通信販売の利用については、2002年当時と比
べ2012年には利用経験、利用率ともに上昇し、一般により広く通信販売が利用されるように
なったといえる。また、利用手段においてはカタログからインターネット（PC・スマートフ
ォン）への大幅な転換が見受けられ、時間・場所を問わない利用という通信販売のメリットが
より確かなものになったと考えられる。さらに、インターネットの利用に関しては１回あたり
の利用金額は多くないものの週１回程度の頻度の利用者が多く、最も購入する品目は「本・雑
貨・コミック」であった。しかし、女性20代のみの回答をみると「レディースファッション・
靴」が全体の結果に比較して突出しており、他の年代に比較して若い女性においてはインター
ネット通信販売で衣料品を購入することが多いことがわかる。また、インターネット通信販売
の利用者のうち、37.5％がスマートフォンを保有しており、女性20代は「スマートフォンの
みの保有」が半数を超えていることから、インターネット通信販売の利用者はスマートフォン
での通信販売利用が相当数はいることがうかがえる。
しかし、衣料品の購入において実際の店舗とPCネット通販では前者の利用が半数を超え、
未だ実店舗での購入が多いことがわかる。これは、「実物を見て購入することができない」と
いう通信販売特有の不安点から来ており、サイズや素材などが特に重要となる衣料品に関して
は大きく影響を及ぼしていると考えられる。また、個人情報の取り扱いを危惧する回答も多く
見受けられ、クレジットカード等での支払いが多いインターネット通信販売の問題点ともいえ
るだろう。
家庭生活においては、家計の消費支出の比較から一般にどの程度の消費が行われているのか
を調べた。2002年と2012年の年間消費支出をみると、全体で消費金額は約23万円減少してい
る。同様に、衣料品に関する支出も約14万円減少している。しかし、支出全体に対する衣料
費の割合はどちらも約４％で衣料費が突出しているということはなく横ばいであった。また、
実店舗での購入における代表として百貨店とチェーンストアの販売額の推移をみると、販売額
全体の減少に伴い衣料品も大きく減少している。チェーンストアにおいては、食料品の販売額
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に比べ衣料品は金額が大きく減少していることから、消費者は他の購入先で衣服を購入するよ
うになっているとみることもできる。
さらに、勤労統計調査によると平均月間現金給与総額は2002年から2012年で約３万円減少
している。常用雇用におけるパートタイム労働者も増加しており、一概には言えないながら
も、労働時間が比較的短く給与額もそれに見合った者が増加しているともいえる。
以上のことから、2002年から2012年にかけて、通信販売の利用そのものは大きく上昇した
ことは明らかである。特にインターネットという利用手段が増えたことにより、時間と場所の
制約を受けないという利便性が向上し、通信販売は成長していったのである。一方で、家庭に
おける給与額の減少に加え年間の消費支出も減少しているものの、衣料費の割合には大きな変
化はない。しかし、百貨店やチェーンストアにおける衣料品の販売高は減少しており、衣料品
の購入方法・購入先に選択肢が増えていることも考えられる。その中に通信販売という購入方
法も含まれていることは想像に難くない。しかし、こと衣料品においてはサイズや着用感等の
問題から通信販売に関するリスクも大きく、利用者の不安点のひとつとなっている。今後はよ
りわかりやすい商品表示や、あるいは返金・返品制度のハードルを下げるなどの対応策を充実
させていくことが求められると考えられる。裏を返せば、衣料品の通信販売はまだ発展途上で
あり、商品を販売する側から新たなアイデアや対応策を施すことで更に発展していくことも可
能であるといえる。
最後に、今回の研究においては主に通信販売の利用実態・家庭の消費実態の調査にとどま
り、企業側の公開する通信販売の実績など、より具体的な事例に至らなかった。今後は、通信
販売を行っている企業数社に関するより具体的な事例を調査し、通信販売の発展性や問題点を
踏まえて家庭生活との関わりについて明らかにしていきたい。
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